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お客様向け資料
2026年5月

ティー･ロウ･プライス 世界グロース株通信では、金融市場、経済環境、注目セクター、銘柄、金融市場を動かすトレン
ド等に対する運用責任者の見方等をご紹介します。今回は、当ファンドの2026年年初来の運用状況と今後の見通しにつ
いてご報告いたします。今後とも引き続き、当ファンドをご愛顧賜りますよう、よろしくお願いいたします。

追加型投信／内外／株式

ティー･ロウ･プライス
世界厳選成長株式ファンド

ティー・ロウ・プライス世界グロース株通信 Vol. 49
2026年年初来の運用状況と今後の見通し

サマリー

 主に地政学的リスクとエネルギー供給不安から、足元の株式市場は変動性の
高い局面を迎えている。

 AIが今後も強力かつ継続的な投資テーマであることは変わらないと見るものの、
サプライチェーン内の立場に応じて成長期待は大きく異なると考え、継続的な
需要が見込まれるAIインフラ関連銘柄へシフト。

 見通しの不透明な局面が続くなか、マクロ環境の動向を意識しながらも、
慎重な銘柄選択を通じてクオリティの高い企業に投資していく方針。

運用責任者
デイビッド・アイズワート

各ファンドの基準価額の推移

期間：2019年5月28日（設定日）～2026年4月30日
• 基準価額は1万口当たりとなっています。基準価額および基準価額（分配金再投資）は信託報酬控除後（「ファンドの費用」ご参照）のものです。基
準価額（分配金再投資）および騰落率は、税引前分配金を分配時に再投資したものとして計算しています。なお、表示期間において、Aコース／B
コースでは分配金のお支払いはありません。

• 上記は過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。

Aコース（資産成長型・為替ヘッジあり） Bコース（資産成長型・為替ヘッジなし）

Cコース（分配重視型・為替ヘッジあり） Dコース（分配重視型・為替ヘッジなし）

（円）

（年/月/日）

（円）

（年/月/日）

（円）

（年/月/日） （年/月/日）

（円）

2025年12月末～2026年4月末の
騰落率+7.65%

2025年12月末～2026年4月末の
騰落率+10.84%

2025年12月末～2026年4月末の
騰落率+7.75%

2025年12月末～2026年4月末の
騰落率+10.83%

Aコース（資産成長型・為替ヘッジあり）／Bコース（資産成長型・為替ヘッジなし）
Cコース（分配重視型・為替ヘッジあり）／Dコース（分配重視型・為替ヘッジなし）
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サーモフィッシャーサイエンティ
フィック（米国、ヘルスケア）
主要顧客である学術機関や政府の予算
抑制、投資回復の遅れを背景に、業績
見通しを下方修正。今後の見通しも不
透明なため、全売却。

エクセル・エナジー
（米国、公益事業）
株価が堅調に推移する一方、規制当局
の判断次第で業績が左右される公益事
業特有のリスクや、政治情勢の不透明
感が高まったことを踏まえ、利益確定
のため全売却。
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エクソンモービル
（米国、エネルギー）
世界各地に分散した高品質なエネル
ギー資源と上流から下流までの統合型
事業を展開する。供給不安を背景にエ
ネルギー価格が上昇する局面では収益
力が高まり、安定した株主還元も期待
できると考え、新規投資。

シュナイダーエレクトリック
（フランス、資本財・サービス）
電力管理や自動化ソリューションを中
心に、データセンター向け機器など幅
広く展開する欧州大手企業。AIデータ
センターやインフラ投資の拡大による
電化需要の増大を追い風に、同業のAI
関連銘柄と比べて割安感のある株価水
準は魅力的とみて、新規投資。

• 写真はイメージです。
• セクターは世界産業分類基準（GICS）を使用しています。GICSは年次更新され、報告は適宜更新内容を反映します。GICSの情報は後記の「世界産
業分類基準（GICS）について」をご確認ください。

• 上記は説明のために銘柄の一例をご紹介するものです。したがって、個別銘柄・企業の推奨を目的とするものではなく、当社ファンドにおいて上記
銘柄の組み入れまたは売却を示唆・保証するものではありません。

• 上記は過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。

2026年年初来の市場環境と投資行動

主な新規組入・追加投資した銘柄

主な全売却・一部売却した銘柄

セクター別株式指数の推移（現地通貨ベース）

期間：2025年12月31日～2026年4月30日
出所：ファクトセットのデータをもとにティー・ロウ・プライスが作成。
• 世界株式はMSCIオール・カントリー・ワールド・インデックス（現

地通貨ベース）を、セクター別株式指数はMSCIオール・カント
リー・ワールド・インデックス内のセクター別株式指数（現地通貨
ベース）を使用しています。

2025年12月末から2026年4月末までの世界株式は、主
に地政学的リスクとエネルギー供給不安の影響を受け
て不安定な値動きとなったものの、期間全体では6.1％
の上昇（現地通貨ベース）となりました。

米国によるイランへの攻撃が2月28日に開始されて以
降、地政学的リスクやエネルギー供給制約を受けた持
続的なインフレ圧力、米連邦準備制度理事会（FRB）
による利下げ見通しの後退などを受けて、株式市場は
リスク回避に傾き、下落しました。その後、米国とイ
ランの停戦協議は進展と停滞を繰り返したものの、市
場が徐々に不確実性を織り込んだことや、AI関連の設
備投資が依然堅調なこと、原油価格が落ち着き始めた
ことなどを受けて、上昇に転じました。特にエネル
ギー価格の高止まりによる収益見通しが改善したエネ
ルギーセクターは大きく上昇しました。

上記のような環境下、当ファンドでは見通しの確信度
が高い企業を選別し、投資を行いました。具体的な売
買銘柄は以下の通りです。

（％）
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大規模なAI設備投資が米国の大手テクノロジー企業の
集まりであるマグニフィセント・セブン（M7）の収益
を圧迫しています。しかし、M7はAI分野での競争に脱
落することで失う利益の方が大きいため、積極的な設
備投資を行う以外の選択肢がない状況です。こうした
環境では、当ファンドの「きめ細かい機動的なメンテ
ナンス」が有効であると考えています。足元では、ハ
イパースケーラー（クラウドサービスやデータセン
ターを有する超大型テクノロジー企業）から、設備投
資において重要な役割を果たすAIインフラ企業へシフ
トしています。

マグニフィセント・セブンへの投資判断
エヌビディア
引き続き、AIサプライチェーンにおける中核的な立場
に位置し、底堅い業績と妥当な水準にあると見られる
バリュエーションからAI分野での投資妙味を享受する
ことが可能な銘柄と捉え、M7のなかで唯一、世界株式
指数を上回る組入比率に。

メタ・プラットフォームズ
AIを活用した収益化を成功させている企業ではあるも
のの、その強みはすでに株価に織り込まれており上昇
余地が少ないと考え、世界株式指数をやや下回る組入
比率に。

アルファベット
AI事業は好調なものの、投資の拡大が収益を圧迫し、
見通しも不透明なことから、世界株式指数を下回る
組入比率に。

アップル
ハイクオリティな企業であるものの、AI事業の成長加
速に対する確信度が高くないことから、現在のバリュ
エーションは割高と考え、世界株式指数を下回る組入
比率に。

アマゾン・ドット・コム
大規模なクラウドシステムを有する点で優位性を確立
しているものの、設備投資の規模を背景に業績見通し
の不確実性が高まっていることから世界株式指数を
下回る組入比率に。

テスラ
自動運転、エネルギー、ロボティクスの分野で長期的
な成長が続く可能性はある一方、現在のバリュエー
ションはファンダメンタルズに対して割高とみて、
世界株式指数を下回る組入比率に。

マイクロソフト
クラウドサービスの成長が予想を下回り、今後のAI
分野での開発進展の見通しも不透明感が高まっている
ため、世界株式指数を下回る組入比率に。

2026年4月末時点。出所：ファクトセットのデータをもとにティー・ロウ・プライスが作成。
• 当ファンドの組入比率はティー・ロウ・プライス 世界厳選成長株式マザーファンドの対純資産総額の比率、世界株式指数の構成比率はMSCIオール・カ
ントリー・ワールド・インデックスに占める構成比率です。指数は市場環境の参考として記載しており、当ファンドのベンチマークではありません。

• 同一企業が発行する異なる種類の株式がある場合は合算して表示しています。表示桁未満の数値がある場合、四捨五入しています。
• 上記は説明のために銘柄の一例をご紹介するものです。したがって、個別銘柄・企業の推奨を目的とするものではなく、当社ファンドにおいて上記
銘柄の組み入れまたは売却を示唆・保証するものではありません。

• 上記は過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。

運用責任者デイビッド・アイズワートの視点「マグニフィセント・セブン」の見方

相対的に組入比率が高いM7銘柄 当ファンドの組入比率 世界株式指数の構成比率 差

エヌビディア 6.34% 4.91% +1.43%

相対的に組入比率が低いM7銘柄 当ファンドの組入比率 世界株式指数の構成比率 差

メタ・プラットフォームズ 0.92％ 1.35％ -0.43％
アルファベット 3.61％ 4.15％ -0.54％

アップル 3.45％ 4.04％ -0.59％
アマゾン・ドット・コム 1.85％ 2.58％ -0.73％

テスラ 0.20％ 1.09％ -0.89％
マイクロソフト 1.27％ 2.92％ -1.64％
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• 上記はイメージです。
• 上記は説明のために銘柄の一例をご紹介するものです。したがって、個別銘柄・企業の推奨を目的とするものではなく、当社ファンドにおいて上記
銘柄の組み入れまたは売却を示唆・保証するものではありません。

• 将来の市場環境の変動等により、当該運用方針が変更される場合があります。
• 上記は過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。

今後の見通しと運用方針

当ファンドがAI関連分野において着目する企業例

AIは引き続き主要な投資テーマ
2026年初めの段階で、当ファンドの実質的な運用を行
うデイビッド・アイズワートは、AIインフラをグロー
バルにおいて最も注目すべき投資テーマの一つと見て
いました。イラン情勢によってマクロ環境に大きな変
化が生じた後もその見方は変わりません。しかし、そ
れ以外の投資機会や考慮すべきリスクが生まれている
ことも事実です。地政学的リスクの高まりやエネル
ギー価格の上昇は、各国のインフレリスクを高め、利
下げへの道筋を不透明にし、セクター横断的にバリュ
エーションと短期的な収益の見通しを変化させました。
これが一時的な状況にとどまるのか、長期にわたり世
界経済に深刻な悪影響をもたらすのか、引き続き慎重
に検討を重ねています。

AI分野の中でもより高い成長が期待されるAI
インフラにシフト
足元のポートフォリオでは、年初から最も有望なリ
ターン源泉と位置付けているAIインフラ関連銘柄を引
き続き中核的なポジションに据えています。AI分野に
おいては、投資の抑制が敗者への転落につながりかね
ない競争的な環境下、高水準の設備投資が続いており、
需給が著しくひっ迫している電源装置や光学部品、
ネットワーク機器、メモリ、特定の半導体などのサプ
ライヤー群への投資機会が高まりつつあるとみていま

す。一方で、投資の拡大が資本収益性を圧迫している
ハイパースケーラー（超大型テクノロジー企業）につ
いては再評価を行い、投資配分を常に調整しながら特
定の銘柄への過度な集中を避け、資本の再配分を進め
ています。

加えて、エネルギーセクターの収益見通し改善とイン
フレリスクに対応するため、エネルギー銘柄への投資
比率を引き上げました。その際に、単にセクター全体
への投資を行うのではなく、今後収益の改善が期待で
きるクオリティの高い企業を選別し、投資を行ってい
ます。

不確実性に対応しながら慎重な銘柄選択を実施
このように、地政学的な要因によるマクロ環境の変化
には迅速に適応しつつ、投資フレームワークは変更す
ることなく、確信度の高い銘柄でポートフォリオを構
成することにより、市場のボラティリティの高まりに
対応していく方針です。今後も、幅広い成長機会を追
求し、広範な投資対象から、規律あるファンダメンタ
ルズ分析に基づくボトムアップ・アプローチによって
「変化の正しい側」にあると確信できる企業を特定し、
「収益の改善」、「ハイクオリティ」、「バリュエー
ション」という3つの観点で投資対象の厳選に注力し
ます。

ハイパースケーラー
（クラウド、データセンター）

銘柄例：アマゾン・ドット・コム、
マイクロソフトなど

大規模設備投資による
収益懸念と競争激化

電力、送電網、建設

銘柄例：シュナイダーエレクトリッ
ク、キャタピラーなど

半導体、光通信、
ネットワーク

銘柄例：エヌビディア、シエナ、
バーティブ・ホールディ
ングスなど

大規模設備投資によって需要増大するAIインフラ
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ご参考：2025年12月末と2026年3月末の組入上位20銘柄の比較

• ティー・ロウ・プライス世界厳選成長株式マザーファンドの情報です。構成比はすべて対純資産総額の比率です。
• セクターは世界産業分類基準（GICS）を使用しています。GICSは年次更新され、報告は適宜更新内容を反映します。GICSの情報は後記の「世界産
業分類基準（GICS）について」をご確認ください。

• 上記は説明のために銘柄の一例をご紹介するものです。したがって、個別銘柄・企業の推奨を目的とするものではなく、当社ファンドにおいて上記
銘柄の組み入れまたは売却を示唆・保証するものではありません。

• 上記は過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。

20位外に下落した銘柄 全売却した銘柄

2026年3月末時点で

20位内に上昇した銘柄 新規組入した銘柄

2025年12月末時点から

2025年12月末時点（組入銘柄数：95） 2026年3月末時点（組入銘柄数：102）

銘柄名 国・地域 セクター 比率 銘柄名 国・地域 セクター 比率

1 エヌビディア 米国 情報技術 6.5% 1 エヌビディア 米国 情報技術 6.4%

2 アルファベット 米国 コミュニケー
ション･サービス 4.1% 2 台湾セミコンダクター 台湾 情報技術 3.7%

3 ブロードコム 米国 情報技術 3.2% 3 アップル 米国 情報技術 3.4%

4 アップル 米国 情報技術 3.1% 4 ブロードコム 米国 情報技術 3.0%

5 ユニリーバ 英国 生活必需品 3.0% 5 アルファベット 米国 コミュニケー
ション･サービス 2.4%

6 マイクロソフト 米国 情報技術 3.0% 6 ユニリーバ 英国 生活必需品 2.4%

7 台湾セミコンダクター 台湾 情報技術 2.9% 7 中外製薬 日本 ヘルスケア 2.2%

8 シティグループ 米国 金融 2.1% 8 台達電子（デルタ･エレクト
ロニクス） 台湾 情報技術 1.9%

9 アディエン オランダ 金融 1.8% 9 リジェネロン･ファーマ
シューティカルズ 米国 ヘルスケア 1.8%

10 サムスン電子 韓国 情報技術 1.8% 10 コノコフィリップス 米国 エネルギー 1.8%

11 ホンハイ・プレシジョン・
インダストリー 台湾 情報技術 1.7% 11 CMEグループ 米国 金融 1.7%

12 サーモフィッシャー
サイエンティフィック 米国 ヘルスケア 1.7% 12 シティグループ 米国 金融 1.7%

13 イーライリリー 米国 ヘルスケア 1.6% 13 ASMLホールディング オランダ 情報技術 1.6%

14 SKハイニックス 韓国 情報技術 1.6% 14 フィフス・サード・
バンコープ 米国 金融 1.4%

15 中外製薬 日本 ヘルスケア 1.6% 15 サムスン電子 韓国 情報技術 1.4%

16 アドバンスト･マイクロ･
デバイセズ（AMD） 米国 情報技術 1.6% 16 フェラーリ イタリア 一般消費財・

サービス 1.4%

17 CMEグループ 米国 金融 1.5% 17 エクソンモービル 米国 エネルギー 1.4%

18 バーティ･エアテル インド コミュニケー
ション･サービス 1.5% 18 マスターカード 米国 金融 1.3%

19 アマゾン・ドット・コム 米国 一般消費財・
サービス 1.5% 19 マイクロソフト 米国 情報技術 1.3%

20 エクセル・エナジー 米国 公益事業 1.5% 20 キャタピラー 米国 資本財・
サービス 1.3%
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33%
46%
61%

米国株式ファンドにおいて
10年間のパフォーマンスでインデックスファンドを上回った割合
2025年12月末時点

出所：モーニングスターのデータをもとにティー・ロウ・プライスが作成。
• 10年間の月次ローリング・リターン（2006年1月1日～2025年12月31日）を基に算出。比較対象とするインデックスファンドは、モーニングス

ター・ダイレクトで「インデックスファンド」に分類され、分析対象のアクティブファンドと同じモーニングスターカテゴリーに属する米国株式
ファンド（米国の投資信託およびETF、以下同様）。全てのアクティブ運用会社は、ティー・ロウ・プライスを除く、アクティブ運用を行う米国株
式ファンド。分析は、インデックスファンドが存在するモーニングスターカテゴリー内の全ての米国株式ファンドを対象に同一カテゴリーレベルで
実施。最長シェアクラスのリターンを使用。ローリング・リターンは、リターン計測期間の起点と終点を1ヵ月ずつずらしながら10年の保有期間の
リターンを計算。

＊4 24ファンド（延べ2,708期間）
＊5 ティー・ロウ・プライスを除く164ファンド（延べ16,185期間）。本分析で対象とした全ファンドにおける2025年12月末時点のアクティブ運用資

産残高上位5社が対象。
＊6 ティー・ロウ・プライスを除く1,806ファンド（延べ159,737期間）。
モーニングスターについて：著作権はモーニングスターに帰属します。当資料に含まれる情報は、（1）モーニングスターおよび情報提供業者のもの
であり、（2）複写や配布を禁じ、（3）情報の正確性、完全性、迅速性は保証されておりません。モーニングスターと情報提供業者はこの情報の使
用により被る損害･損失に対し責任を負いません。
• 上記は過去の実績・状況であり、将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。

“ ティー・ロウ・プライスの米国株式ファンドは、
インデックスファンドを上回るリターンを
長期かつ着実に実現してきました。
この長期的な実績は、厳格なリサーチと
数字にとらわれず隠れた投資機会を
発掘してきた深い洞察によるものです。

ティー・ロウ・プライス＊4

運用残高トップ5のアクティブ運用会社平均＊5

全アクティブ運用会社平均＊6

創業者
トーマス・ロウ・プライス Jr.

約272兆円の
運用資産＊2

約910名の運用
プロフェッショ
ナルが協働＊3

No.1
米国機関投資家向け
米国株式アクティブ
運用資産残高＊1

アクティブ
運用の雄

お客様の成功
こそが、
私たちの成功

85年超
1937年、
ボルティモアにて
創業

＊1 Pensions & Investmentsによる年次調査に基づく、適格退職年金、基金、財団などの米国の非課税機関投資家向けの運用資産残高（外部委託を除
く自家運用分、2024年末時点）。ティー・ロウ・プライスの運用資産残高は、ティー・ロウ・プライス・アソシエイツ・インクのみが集計対象です。

＊2 2026年3月末時点。1米ドル＝159.090円で換算。グループ全体の運用資産残高には、ティー・ロウ・プライス・アソシエイツ・インク及び関連投
資顧問による運用資産残高に加え、個別運用口座に提供する投資モデルの資産が含まれます。

＊3 2026年3月末時点。
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■分配金は、預貯金の利息とは異なり投資信託の純資産から支払われますので、分配金が支払われると、その金額相当分、基準価額は下がり
ます。■分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて支払われる場合があります。
その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することになります。また、分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファン
ドの収益率を示すものではありません。■投資者のファンドの購入価額によっては、分配金の一部または全部が、実質的には元本の一部払戻
しに相当する場合があります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。

収益分配金に関する留意点

【販売会社一覧】お申込み・投資信託説明書(交付目論見書)のご請求は、以下の販売会社へお申し出ください。

商号等

加入協会

日本証券業
協会

一般社団法人
資産運用業

協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種金融商
品取引業協会

野村證券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局長（金商）第142号 〇 〇 〇 〇

三井住友信託銀行株式会社 登録⾦融機関 関東財務局⻑（登⾦）第649号 〇 〇 〇

ティー･ロウ･プライス・ジャパン株式会社 ⾦融商品取引業者関東財務局⻑（⾦商）第3043号
加⼊協会：⼀般社団法⼈資産運用業協会／一般社団法人第二種金融商品取引業協会

※野村證券株式会社は、一般社団法人日本STO協会に加入しています。※三井住友信託銀行株式会社は、Bコースのみのお取扱いです。

販売会社、委託会社

【委託会社】

 出所：MSCI。MSCIおよびその関連会社、並びに第三者の情報源および提供者（まとめて「MSCI」）は、本稿に記載されるMSCIのデータ
に関して、明示的または暗黙的に関わらず、いかなる保証や表明は行わず、一切の責任を負いません。MSCIのデータは、その他の指数や
証券、金融商品の基準としての更なる再配布や使用が禁止されています。本資料は、MSCIによって承認、審査、発行されたものではあり
ません。過去のMSCIのデータおよび分析は、将来のパフォーマンスの分析、見通しまたは予測を示唆または保証するものではありません。
いずれのMSCIのデータも、投資判断のための投資アドバイスや推奨を目的とするものではなく、投資アドバイスや推奨として依拠しては
なりません。

 金融データと分析の提供はファクトセット。Copyright 2026 FactSet. すべての権利はファクトセットに帰属します。
 表示桁数未満の数値がある場合、原則として四捨五入しています。

当資料で使用している指数・データについて

 当資料は、ティー・ロウ・プライス・ジャパン株式会社が作成したお客様向け資料であり、金融商品取引法に基づく開示書類ではありません。
 当資料は、信頼できると考えられる情報に基づき作成しておりますが、情報の正確性あるいは完全性について保証するものではありません。
 当資料における見解等は資料作成時点のものであり、将来事前の通知なしに変更されることがあります。また、当資料で示したデータ等は、情

報提供を目的として掲載したものであり、将来の運用成果を示唆・保証するものではありません。
 投資信託は、値動きのある有価証券等（外貨建資産には為替変動リスクもあります。）を投資対象としているため、お客様の資産が当初の投資

元本を割り込み損失が生じることがあります。
 ご購入の際は投資信託説明書（交付目論見書）をあらかじめまたは同時にお渡ししますので、必ずお受け取りのうえ、内容をよく読み、ご自身

でご判断ください。
 投資信託は、預金や保険契約ではありません。また、預金保険機構や保険契約者保護機構の保護の対象にはなりません。購入金額については、

元本および利回りの保証はありません。銀行等の登録金融機関でご購入いただく投資信託は、投資者保護基金の支払対象ではありません。
 ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の６の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。
 著作権はティー・ロウ・プライスに帰属します。「T. ROWE PRICE」、「INVEST WITH CONFIDENCE」、大角羊（ビッグホーン・シープ）のデ

ザイン等（troweprice.com/ip参照）は、ティー・ロウ・プライス・グループ・インクの商標です。その他全ての商標は、それぞれの所有者の
所有財産です。ティー・ロウ・プライスと商標所有者との承認、出資、提携を示唆するものではありません。

 当資料はティー・ロウ・プライス・ジャパン株式会社の書面による同意のない限り他に転載することはできません。

投資信託および当資料に関する留意事項について

世界産業分類基準（「GICS」）は、モルガン・スタンレー・キャピタル・インターナショナル（「MSCI」）およびマグロウヒル・カンパ
ニーズ傘下のスタンダード＆プアーズ（「S&P」）が開発した独占的財産およびサービスマークであり、ティー・ロウ・プライスにライセン
ス供与されています。MSCI、S&PまたはGICSの作成、編集もしくはGICS分類に関与する第三者はいずれも、当該基準や分類（またはその利
用から得られた結果）について明示的にも暗示的にもいかなる保証や表明もしません。また、すべての関係当事者は、当該基準や分類のいず
れについても、その独創性、正確性、網羅性、商品性または特定の目的適合性について、いかなる保証からも明示的に免責されます。前述の
内容を制限することなく、MSCI、S&P、その関連会社またはGICSの作成、編集もしくはGICS分類に関与する第三者はいずれの場合も、直接
的、間接的、特別、懲罰的、結果的またはその他のいかなる損害（逸失利益を含む）について、その発生可能性が通知されていたとしても、
いかなる責任も負いません。

世界産業分類基準（GICS）について


